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要旨：本論文では，中央に開口を有する耐震壁の荷重とせん断変形関係を，実用的に算定する方法を提案す

る。中央有開口耐震壁のせん断強度は，開口横でのせん断破壊となる場合が多く，その破壊部分は開口によ

る断面欠損の影響のための軸力の影響は無視できないと考え，軸力の影響を加味する手法を提案した。また

せん断剛性低下率は，せん断変形成分に大きな影響を及ぼす水平方向抵抗バネ剛性と開口低減率を用いる簡

便な方法を提案した。提案手法の適合性は，無開口および有開口耐震壁の実験結果をシミュレートする FEM

モデルによるパラメトリック・スタディーの結果と比較することで，検証を行った。 
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1. はじめに 

 鉄筋コンクリート造無開口耐震壁の挙動は，せん断変

形成分が卓越することが多いため，既往研究において

多々提案されている。しかし，有開口耐震壁の場合，せ

ん断変形特性は，無開口耐震壁の研究と比較すると研究

例が少ない。その中で，日本建築学会の「鉄筋コンクリ

ート造建物の耐震性能評価指針（案）・同解説」1)（以降，

性能評価指針と呼ぶ）に示された手法があるが，複雑で

あり，実務に適用するに当たっては簡略化が望まれてい

る。実務的観点から，無開口耐震壁のせん断剛性低下率

の算定には，RC 規準 2)に示される方法があるが，有開口

耐震壁の適用性に関しては，検証されていない。また，

性能評価指針のせん断耐力算定法は，軸力の影響が効果

的に考慮されていないが，中央有開口耐震壁がせん断破

壊する場合，開口横でせん断破壊することが多く，その

破壊部分には開口による断面欠損のための軸力の影響

が無視できないと考えられる。そのため，せん断耐力の

算定に，軸力の影響を考慮する方法を提案する。 

 提案手法の適合性は，無開口および有開口耐震壁の実

験結果をシミュレートする FEM モデルによるパラメト

リック・スタディの結果と比較することで，検証を行う。 

 

2. 実験 

2.1 試験体 

 試験体は，無開口耐震壁と有開口耐震壁の各 1 体とし

た。有開口耐震壁の開口は，RC 規準で耐震壁とみなせ

るほぼ最大の開口を設けた。その試験体一覧および有開

口耐震壁の配筋図を，それぞれ表－1 および図－1 に示

す。また，使用したコンクリートおよび鉄筋の材料特性

は，それぞれ表－2 および表－3 に示す。 

2.2 実験方法 

 加力は図－2 に示すように，一定軸力の載荷をしなが

ら，加力高さ 1,000mm で押し引きによる水平力を載荷し

た。載荷履歴は，正負交番で部材角±1/1000，±2/1000，

*1 大林組技術研究所 構造技術研究部 主任研究員 博士（工学） (正会員) 

表－1 試験体一覧

Fc 軸応力度 スパン 加力高さ

N/mm2 N/mm2 mm mm

ON

断面：60×1,800×800h
壁縦筋：D4＠110

(Pv＝0.40％)
壁横筋：D4＠110

(Ph＝0.40％)

O4

断面：60×1,800×800h
開口：800×400(r=0.4)
壁縦筋：D4＠110

(Pv＝0.40％)
壁横筋：D4＠110

(Ph＝0.40％)

1,000
(0.50)

断面：200×200
主筋：8－D13
(Pg＝2.54％)
帯筋：D6＠100
(Pw＝0.32％)

断面：500×400
主筋：20－D19

(Pt＝1.43％)
帯筋：D10＠100

(Pw＝0.48％)

せん断 24.0 3.5 2,000

梁名称 柱
破壊
分類

壁

Pg：柱主筋比，Pw：せん断補強筋比，Pt：引張鉄筋比，Pv：壁縦筋比，Ph：壁横筋比，r：等価開口周比，h：内法高さ 
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±4/1000 で 2 回繰返しを行い，最後に押し切る方法とし

た。 

2.3 実験結果 

 実験結果である荷重と部材角(%)の関係を図－3 に示

す。破壊状況は図－3 中に示すように，無開口耐震壁お

よび有開口耐震壁は，ともにせん断破壊をした。有開口

耐震壁の破壊は，開口横であった。 

 

3. 実験結果の解析 

3.1 解析モデル 

 解析は，平面応力場で行い，柱および壁板はそれぞれ

帯筋および壁筋を埋込み鉄筋として配置した四辺形要

素，柱主筋はトラス要素でモデル化した。コンクリート

のテンションスティフニング特性およびひび割れ後の

せん断伝達特性は，ともに長沼モデル 3), 4)を用いた。応

力～ひずみ曲線は，修正 Ahmad モデル 5)を用いた。鉄筋

は，降伏後 1%ひずみ硬化を有するバイリニアモデルと

した。鉄筋とコンクリートは，完全付着を仮定した。解

析の加力は，実験の加力位置と対応する節点の変位制御

で，単調載荷とした。使用プログラムは，FINAL である。 

3.2 解析結果 

 解析と実験の比較を，図－3 に示す。実験結果の最大

耐力に対する解析結果の最大耐力の比は，無開口耐震壁

ON および有開口耐震壁 O4 で，それぞれ 1.00 および 0.99

である。無開口耐震壁 ON の第二勾配は，実験値と解析

値は非常に良く近似しているが，有開口試験体 O4 の解

       図－1 試験体配筋図(O4)                 図－2 加力図 

表－2 コンクリートの材料特性    表－3 鉄筋の材料特性 
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図－3 荷重と変位関係 

弾性係数 圧縮強度 割裂強度

Ec σB σt

kN/mm2 N/mm2 N/mm2

ON 20.4 25.1 2.4
O4 20.3 25.5 2.4

使用部位 ヤング係数 降伏点 破断強度

kN/mm2 N/mm2 N/mm2

D13 柱主筋 186 361 568
D4 壁筋 179 387* 561
D6 帯筋 195 371 472

*：0.2%オフセット

ON O4 

単位：mm 単位：mm
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析値の第二勾配は実験値より若干高くなっている。その

理由として，有開口耐震壁は無開口耐震壁よりも曲げ変

形の影響を受ける傾向があるが，解析では鉄筋とコンク

リートを完全付着と仮定しているのに対して，実験は壁

筋が D4 のために壁筋の抜出しによる剛性低下が生じた

ためと考えられる。D4 は異形鉄筋でリブを有するが，異

形鉄筋と感じにくいほどの表面であるため，付着性状が

丸鋼に近く，抜出しが生じ易いと考えられる。以上のこ

とから，本解析モデルで，実験結果をほぼシミュレート

することが分かった。本論文で論ずるせん断変形との直

接比較となってはいないが，荷重と全体変形がよく近似

できているので，せん断変形も実験結果をほぼシミュレ

ートしていると判断した。 

 

4. 解析によるパラメトリック・スタディー 

4.1 簡略手法の方針 

 耐震壁に水平力が作用する場合，せん断変形による成

分が卓越することが多いため，せん断変形成分を算出す

る方法が重要である。しかしながら，有開口耐震壁のせ

ん断剛性低下率に関する研究は，無開口耐震壁と比較し

て少ない。その内，性能評価指針に示された手法がある

が，他点折線のため複雑であり，実務に適用するに当た

っては簡略化が望まれている。実務的観点から，無開口

耐震壁のせん断剛性低下率の算定には，RC 規準 2)に示さ

れる方法（以降，菅野式と呼ぶ）があるが，有開口耐震

壁の適用性に関しては，検証されていない。そこで，提

案する簡略手法は，有開口耐震壁のせん断力～せん断変

形関係をせん断ひびわれ点とせん断強度点から構成さ

れる 2 折れ線で表す方針にする。本論文では，提案する

方法 A と，菅野式を適用した手法 B を検討する。 

(1) せん断ひび割れ点 

 両方法とも，せん断ひび割れ点は，性能評価指針に示

される方法と同じとする。 

(2) せん断剛性低下率 

 無開口耐震壁のせん断剛性低下率の要因分析のため

に，M/QD，柱幅壁厚比，壁筋比，コンクリート強度，

軸方向応力度をパラメータとする 384 ケースの FEM 解

析を行った。その結果，無開口耐震壁のせん断剛性低下

率は，水平方向バネ剛性(KX)1)，軸応力(σ0)およびコンク

リート圧縮強度(σB)の影響が大きいことが分かった。そ

の 3 つの因子による無開口耐震壁のせん断剛性低下率α

S0は，(1)式による近似式（log は常用対数）で示される。 

 X0S Kogba      (1) 

Swh
4

0WWCCX EphtIE360K         (2) 

0c174.0a         (3) 

0d.0880    b         (4) 

B
5100.7017.0c          (5) 

B
5100.7010.0   d          (6) 

 方法 A は、この無開口耐震壁の算定方法を準用し、(7)

～(12)式と評価できると仮定した。その内，開口の存在

による水平抵抗ばね剛性の影響が最も大きいと推察し，

水平方向バネ剛性のみを(8)式に示すように変更した。(8)

式である有開口耐震壁の水平方向バネ剛性 KXOは，側柱

の水平バネ剛性と開口の両側に壁厚と同じせいの柱を

仮定した側柱の水平バネ剛性で評価した。開口右側と開

口左側の水平バネ剛性は，それぞれ(11)式および(12)式に

示すように仮定したが，本論文では開口位置を中央に限

定しているので，結果的に開口部の右側と左側の水平方

向バネは同じとなる。なお，(7)式の係数は，無開口耐震

壁のせん断剛性低下率時と同じ(3)～(6)式とする。 

 方法 B のせん断剛性低下率は，文献 2)で示された(13)

式とする。 

・方法 A のせん断剛性低下率：αS1  

 XO1S Kogba      (7) 

  SwhOWXO EpK1K11K        (8) 
4

0WWCCW htIE360K            (9) 

2/)KK(K         OROLO     (10) 
4

P0WWLCLCOL htIE720K              (11) 
4

P0WWRCRCOR htIE720K              (12) 

・方法 B のせん断剛性低下率：αS2 

14.0p46.0  Bwywh2S     (13) 
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図－4 式の記号 

 

σB，EC はコンクリートの圧縮強度（正値）とヤング係

数，IC は側柱の断面 2 次モーメント，ICLおよび ICRは開

口の両側に仮定した壁厚と同じ幅を有する柱の各断面 2

次モーメント， pwhおよび ES は壁板横筋の鉄筋比および

ヤング係数，σ0 は開口部がない全水平断面積に対する

軸方向応力度（圧縮を正）である。その他の記号は，図

－4 および文献 1)による。 
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(3) 最大せん断強度点 

 有開口耐震壁の最大せん断強度算出方法は，両手法と

も性能評価指針に示される方法と同様に，無開口耐震壁

のせん断耐力に開口周比低減率 2)を乗じるものとする。

ただし，方法 A は，無開口耐震壁の最大せん断強度に，

軸力の影響を加味した。なぜならば，有開口耐震壁がせ

ん断破壊する場合は，実験結果からも分かるように開口

横で破壊することが多い。その破壊部分は開口による断

面欠損のために開口がない部分と比較して，軸力がせん

断強度に影響すると考えられるからである。ここでは，

せん断強度への軸力の影響を，式(14)に示すせん断強度

算出式の有効圧縮強度低減係数に，式(15)を用いること

により加味することとした。式(15)は，文献 4)の提案式

に文献 6)の考え方を取り入れて，軸力の効果を付加させ

たものである。方法 B のせん断強度算出式は，性能評価

指針と同じせん断耐力算定方法である式(16)とする。そ

の場合の有効圧縮強度低減係数を，式(17)に示す。ただ

し，式(15)による有効圧縮強度低減係数は，軸力比ηが

とても小さい場合には，式(16)による有効圧縮強度低減

係数の方が大きくなる。 

・方法 A の最大せん断強度： 1sQ  

 2/lt)1(tancot)p(ltrQ B1wawsyswbw1s  
     (14) 

34.0
B1 )21(907.1     (15) 

・方法 B のせ最大せん断強度： 2sQ  

 2/lt)1(tancot)p(ltrQ B2wawsyswbw1s  
     (16) 

200/8.0 B2     (17) 

 

4.2 パラメトリック・スタディーの方針 

 パラメトリック・スタディーは，2 章の試験体形状を

ベースに行う。変数は，表－4 に示す。表－4 の中の軸

方向応力は，開口がない部分の全断面蹟に対する応力で

ある。また，形状の例としてせん断スパン比が 0.5 の場

合を，モデル図による図－5 で示す。なお，せん断変形

特性を把握することを目的とするため，柱主筋は弾性と

仮定した。せん断変形の抽出には，柱の軸方向変形から

曲げ変形を計算し，全体変形から曲げ成分を減じること

でせん断変形とした。 

 

図－5 解析モデル 

図－6 荷重とせん断変形の部材角(%)の関係 

 (a) M/Qd0.5・σ03・Fc24・ps04  (b) γ0.2・σ03・Fc24・ps04     (c) M/Qd0.5・γ0.2・σ03・Fc24

0

200

400

600

800

0 0.1 0.2 0.3 0.4

M05

M10

荷
重
  

(k
N

)

せん断変形の部材角  (%)

0

200

400

600

800

1,000

0 0.1 0.2 0.3 0.4

ps04
ps08
ps12

荷
重
  

(k
N

)

せん断変形の部材角  (%)

 (d) M/Qd0.5・γ0.2・σ03・ps04  (e) M/Qd0.5・γ0.2・Fc24・ps04 (f) M/Qd0.5・γ0.4・Fc24・ps04

0

200

400

600

800

1,000

0 0.1 0.2 0.3

γ0
γ0.1
γ0.2
γ0.3
γ0.4

荷
重

  
(k

N
)

せん断変形の部材角  (%)

0

400

800

1,200

0 0.1 0.2 0.3 0.4

F24
F36
F48
F60

荷
重

  
(k

N
)

せん断変形の部材角  (%)

0

400

800

1,200

0 0.1 0.2 0.3 0.4

σ
0
0

σ
0
3

σ
0
6

σ
0
9

荷
重
  

(k
N

)

せん断変形の部材角  (%)

0

200

400

600

800

1,000

0 0.1 0.2 0.3 0.4

σ
0
0

σ
0
3

σ
0
6

σ
0
9

荷
重
  

(k
N

)

せん断変形の部材角  (%)

-460-



表－4 パラメトリックスタディーの変数 

開口周比
せん断

スパン比
軸方向
応力

コンクリート
強度

壁筋比

γ M/QD σ0 N/mm2 FC N/mm2 ps %
0

0.1
0.2
0.3
0.4

0.5
1.0

0
3
6
9

24
36
48
60

0.4
0.8
1.2

 

 

4.3 パラメトリック・スタディーの結果 

 パラメトリック・スタディーの結果の例として，以下

の(a)～(f)の観点による荷重とせん断変形の部材角(%)の

関係を図－6 に示す。 

(a) M/Qd0.5・σ03・Fc24・ps04 の開口の大きさ違い 

(b) γ0.2・σ03・Fc24・ps04 の M/Qd の違い 

(c) M/Qd0.5・γ0.2・σ03・Fc24 の ps の違い 

(d) M/Qd0.5・γ0.2・σ03・ps04 の Fc の違い 

(e) M/Qd0.5・γ0.2・Fc24・ps04 の軸力の違い 

(f) M/Qd0.5・γ0.4・Fc24・ps04 の軸力の違い 

 本論文で示す方法Aおよび方法Bの有開口耐震壁の最

大強度は，無開口耐震壁の最大強度に開口周比低減率を

乗じて算出している。その正当性を示すために解析の無

開口耐震壁の最大強度に対する解析の有開口耐震壁の

最大強度の比と開口周比低減率の関係を図－7 に示す。

これより，開口周比低減率にほぼ比例して最大強度が低

下しており、有開口耐震壁の最大耐力は、無開口耐震壁

の最大耐力に開口周比低減率を乗じて求めてよいこと

が分かる。また，軸応力によるせん断耐力の上昇も論点

としているので，軸応力と軸力 0 の最大強度に対する各

最大強度のグラフを図－8 に示す。これより，軸力が大

きくなるにつれて最大せん断強度がほぼ上昇しており，

軸力の効果を考慮した方が良いことが分かる。 

 

5. パラメトリック・スタディー解析と計算値の比較 

5.1 最大強度 

 各解析結果の最大せん断強度に対する方法Aの計算の

比および方法 B の計算値の比を比較した図を，それぞれ

図－9 および図－10 に示す。この図から方法 B よりも方

法 A が，解析結果による最大強度をばらつきも少なく良

く評価していることが分かる。つまり，最大せん断強度

に軸力の効果を考慮した方がより良く評価することが

分かる。 

5.2 終局ひずみ 

 解析値による最大せん断強度時のひずみと計算値Aに

よる最大せん断強度時のひずみの関係および計算値Bに

よる最大せん断強度時のひずみの関係を，それぞれ図－

図－9 開口周比低減率と解析値に

よる最大せん断強度に対する方法 A

による計算値最大せん断強度の関係

図－10 開口周比低減率と解析値に

よる最大せん断強度に対する方法 B

による計算値最大せん断強度の関係

図－7 開口周比低減率と無開口耐震

壁の最大強度 ONQFEMに対する有開口

耐震壁の最大強度 QFEMの比の関係 

図－8 軸応力と軸力 0 のせん断耐力

σ0QFEMに対する有開口耐震壁の最大

強度 QFEMの比の関係 
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図－11 解析値による最大せん断強

度時のひずみと計算値 A による最大

せん断強度時のひずみの関係 

図－12 解析値による最大せん断強

度時のひずみと計算値 B による最大

せん断強度時のひずみの関係 
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11 およびに図－12 示す。これらの図から方法 B よりも

方法 A が，解析結果による最大強度時のひずみをばらつ

きも少なく良く評価していることが分かる。 

5.3 せん断変形特性 

 以下の(a)～(f)の観点における各解析結果の荷重とせ

ん断変形の部材角(%)の関係と方法 A および方法 B の計

算値を比較した結果を，図－13 に例示する。総括的には

方法 B よりも方法 A が，設計上で使用する上で適してい

ると思われる。 

(a) M/Qd0.5・γ0.2・σ00・Fc24・ps04  

(b) M/Qd0.5・γ0.2・σ06・Fc24・ps04 

(c) M/Qd1.0・γ0.2・σ00・Fc24・ps04 

(d) M/Qd0.5・γ0.4・σ00・Fc24・ps04  

(e) M/Qd0.5・γ0.4・σ06・Fc24・ps04 

(f) M/Qd1.0・γ0.4・σ00・Fc24・ps04 

 

6. まとめ 

鉄筋コンクリート造中央有開口耐震壁のせん断力と

せん断ひずみ度関係の簡略手法の提案を行い，無開口お

よび有開口耐震壁の実験結果をシミュレートする FEM

モデルによるパラメトリック・スタディーによる検証し

た結果，以下の知見を得た。 

１） FEM モデルによるパラメトリック・スタディー

より，軸力が大きくなるにつれて最大せん断強

度がほぼ上昇しており，軸力の効果を考慮した

方が良いことが分かった。 

２） 最大せん断強度は，性能評価指針で提案される

方法よりも，提案する軸力の効果を考慮した方

法が，パラメトリック・スタディーの結果をよ

りよく近似できた。 

３） 設計で実用的に使用するせん断力とせん断ひ

ずみ度の関係は，提案する 2 折れ点の方法で可

能である。 

４） 有開口耐震壁の中でも，ドア開口のような縦長

の開口の場合および開口が偏在する場合は，検

証されていないので，今後の検討を要する。 

 

参考文献 

1) 日本建築学会：鉄筋コンクリート造建物の耐震性能

評価指針(案)・同解説，2004.1 

2) 日本建築学会：鉄筋コンクリート構造計算規準・同

解説，2010.2 

3) 長沼一洋，山口恒雄：面内せん断応力下におけるテ

ンションスティフニング特性のモデル化，日本建築

学 会 大 会 学 術 講 演 梗 概 集 ， 構 造 Ⅱ ，

pp.649-650,1990.10 

4) 長沼一洋：鉄筋コンクリート壁状構造物の非線形解

析手法に関する研究（その１), 日本建築学会構造系

論文報告集,第 421 号, pp.39-48, 1991.3 

5) 長沼一洋：三軸圧縮下のコンクリートの応力～ひず

み関係，日本建築学会構造系論文集, 第 474 号, 

pp.163-170,1995.8 

6) 国土開発技術研究センター：平成 4 年度 NewRC 研

究開発概要報告書，平成 5 年 3 月 

図－13 解析値と提案手法による計算値の荷重とせん断変形の部材角(%) 

 (a) M/Qd0.5・γ0.2・σ00・Fc24・ps04 (b) M/Qd0.5・γ0.2・σ06・Fc24・ps04 (c) M/Qd1.0・γ0.2・σ00・Fc24・ps04

 (d) M/Qd0.5・γ0.4・σ00・Fc24・ps04 (e) M/Qd0.5・γ0.4・σ06・Fc24・ps04 (f) M/Qd1.0・γ0.4・σ00・Fc24・ps04
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